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高度成長したはずなのになぜ？被災者支援混乱の原因は？
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1930年の北伊豆地震の避難所
毎日フォトバンクより提供

2016年の熊本地震の
避難所

松川杏寧氏より提供

詳しくは『災害対応ガバナンスー被災者支援の混乱
をとめる―』（ナカニシヤ出版）をご笑覧ください。



「災害（disaster） 」とは

危険を引き起こす加害力（hazard）
×

社会の脆弱性（vulnerability）
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Wisner, B., Blaikie, P., Cannon, T. and Davis, I. : At Risk: Natural Hazards, 
People's Vulnerability and Disasters, Routledge, 2003（岡田憲夫監訳：防災学原論, 
築地書館, 2010）



１．戦後ずっと続く被災者支援の混乱

平時・災害時の被災者支援にかかわる法律と財・サービス供
給の担い手
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１．戦後ずっと続く被災者支援の混乱

社会的課題としての災害の特徴は「ある地域にたまにしか来
ない」：平時に民間が関与＝行政が慣れない財の供給で混乱
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課題1 災害救助法に福祉的
支援がなく配慮が必要な人ほ

ど厳しい環境におかれる

課題2 平時は民間が
担い手なのに災害時は
慣れない地方自治体
が急に担い手になる

課題3 社会保障に関係す
るプロが被災者支援で活
動することになっていない



内閣府「被災者支援のあり方検討会」（2022年5月19日～）
（https://www.bousai.go.jp/kaigirep/hisaisha_shien/index.html）
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防災基本計画に多様な主体と連携した被災者支援が規定
災害中間支援組織・災害ケースマネジメント（2023年5月31日）
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https://www.
bousai.go.jp
/taisaku/keik
aku/kihon.ht

ml



内閣府（2023）
『災害ケースマネジメント実施の手引き』

7https://www.bousai.go.jp/taisaku/hisaisyagyousei/case/index.html



防災における三者連携（行政・NPO・ボランティア）
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防災基本計画に在宅・車中泊避難者、福祉的支援の充実や
明確化が規定（2024年6月28日）
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https://www.
bousai.go.jp
/taisaku/keik
aku/kihon.ht

ml



内閣府（2024）「避難生活の環境変化に対応した支援の実施に関する検討会 とりまとめ」

避難生活の環境変化に対応した支援の実施に関する検討会
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内閣府（2024）「避難生活の環境変化に対応した支援の実施
に関する検討会 とりまとめ」
（https://www.bousai.go.jp/kaigirep/kentokai/hinanseikatsu/index.html）
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災害救助法への「福祉」の規定に向けて
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災害救助法への「福祉」の規定に向けて
経済財政運営と改革の基本方針2024（いわゆる骨太の方針）
 地域における防災力の一層の強化のため、災害ケースマネジメント、

災害中間支援組織を含む被災者支援の担い手確保・育成、洪水・土
砂災害・高潮の情報提供、要配慮避難者対策、地域の貴重な文化財
を守る防災対策、気象防災アドバイザーや地域防災マネージャーの
活用促進によるタイムライン防災、消防団を含む消防防災力等の充
実強化に取り組む。（p.35）

 また、今般の災害対応で得た知見をいかし、災害対応に係る取組を
更に充実強化する。警察・消防・自衛隊等による最初期の対応、被災
自治体への国等の支援や、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）等の医療
福祉関係者、民間事業者、専門ボランティア団体等との連携強化によ
る初動対応、避難所運営、物資の調達・輸送、広域・在宅避難等への
支援など災害応急対策の取組強化、災害時のデジタル人材支援、災
害に備える意識醸成や実践的訓練、必要な制度見直し※等を行う。
※災害関連制度における福祉の位置付けの検討を含む。（p.36～37）
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社会保障の被災者支援との連携
地域共生社会の在り方検討会議第1回（令和6年6月27日）
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災害時の被災者支援との連携



令和6年能登半島地震復旧復興支援本部（第9回）資料（2024年8月26日）
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